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都市における地主の売買行動の需給均衡の理論化は，未だ途上にある．本研究はマッチングアルゴリズ

ムの導入により土地取引の均衡状態を交通行動データを含む実データから明らかにすることを目指す．売

買土地選択問題を MNL モデルで構築し，実際の土地取引データを用いてモデルの推定を行った．モデル

は交通行動モデルの推定量を説明変数とし推定売り量が買い行動に，推定買い量が売り行動に影響すると

した入れ子構造とした．売買モデルの推定パラメータを用いて選択確率を計算，各地主の選好を定義し，

DA アルゴリズムでマッチングを行った．結果より実際の土地取引データだけでは判明しない土地の需給

バランス，開発によるマッチングの空間分布の変容を明らかにした． 
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1. はじめに 
 
土地と交通の相互作用モデルフレームワークは，サブ

モデルである土地市場において需給バランスによってそ

の均衡を記述し，社会基盤の費用便益分析に用いられて

きた．こうしたモデルはゾーンごとの集計的な単位で推

定されてきたが，ゾーン単位の分解能では，リモート技

術や高密度で部分的な都市開発が引き起こす回遊パター

ンの劇的な変化に伴う土地取引の変化を記述することは

困難である．本研究では，地主の意思決定問題に着目し

てマッチング問題として定式化することで，ゾーン以下

で非集計な地主間の相互メカニズムの解明を試みる． 
さらにここで着目する地主の土地取引行動は，都市計

画及び土木計画の立案・実行において不可欠な要素であ

る．しかしながら，土地取引行動の予測に必要な情報は，

公正な取引を担保する目的で公開されているものの，悉

皆的に把握されていないため時間的にも空間的にもスパ

ースである上に，取引価格と取引された不動産の形状の

みと非常に限定的なものにとどまる．この他に公開され

た土地取引に関する情報である地価もまた，土地の評価

額をベースとした公示地価や路線価といった，取引価格

とは別の基準で定められている．このように我が国にお

いて土地取引と取引価格の決定メカニズムがブラックボ

ックスとなっていることは，取引価格と評価価格の乖離

によるバブル現象や地方における買い手の付かない土地

の増加といった諸問題を解決する有効な政策を打ち出せ

ていない原因となっている．従って，土地取引の状況を

理論を元に実データから明らかにすることは，都市計画

や取引の調整など土地に関する制度改革に対して，理論

的かつ現実に即した論拠を与えることになるだろう． 
以上の観点から，相互動的な地主の土地取引と交通の

相互作用の理論化を試み，その実証によるミクロな土地

取引モデルの妥当性の検証と交通行動から受ける影響を

確認することで，本研究で提案するモデルの可能性を示

したい． 
 

(1) 土地取引とサーチ理論 
土地取引に関する理論は，経済学においては住宅市場

における取引問題として捉えられている．住宅市場にお

ける取引を扱う方法論の一つがサーチ理論である 1)．サ

ーチ理論は，労働市場や購買決定において商取引の前に

売り手と買い手を探し求めるという現実の行動の存在を

明示的に取り扱うところに大きな特徴がある．サーチ理

論における行動モデルは，再探索を行った時に得られる

将来価値とコストと，探索を打ち切ったときに得られる

利得のバランスを釣り合わせる最も良い均衡点である留

保価格（労働市場における職探しのサーチにおいては留

保賃金）を探索するものであり，数学的には最適停止問

題として定式化することができる．Stigler (1961, 1962) 2)3) 

は情報や職業の探索行動をサーチ理論で定式化し，
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McCallは最適停止問題に基づいた逐次的で動的な職業探
索モデルを提案している4)5)．これらの先駆的研究では，

選択肢が完全情報的で貨幣価値が不変である場合，雇用

主が失業者を雇用するかどうかについて理論的にその解

を提示していると言えよう．労働市場のサーチ理論にお

いては時間の経過と共に留保賃金が変化し，失業期間が

長期化するほど失業者が受け入れる職場環境の水準が下

がると仮定されている 6)． 
選択肢が完全情報ではない，すなわち不完全情報から

探索を行う問題はバンディット問題と呼ばれている．バ

ンディット問題では，どこで最低価格の商品が売られて

いるかという完全情報を買い手が持たない時，全ての売

り手が同じ価格で財を提供するとは限らない，という現

象が生じる．これは，売り手の販売量と収益の間にある

トレードオフを原因とする．売り手が高い値段をつけた

場合には留保価格を高く設定している少数の買い手が財

を購入し，低い値段をつけた場合には多くの買い手が財

を購入することから，売り手は複数の価格を提示する7)8)． 
こうした探索現象は，マッチング関数という枠組みを

用いて，マクロ経済学モデルに組み入れられつつあり，

2者の探索が相互作用すると仮定されている．すなわち
労働市場においては失業者による職の探索（求職）と，

雇用主による労働者の探索（求人）の両方向サーチが新

たなジョブマッチングを可能にする． 
今井(2016) 1)  によると2者すなわち売り手と買い手両方
の行動を仮定した「両方向サーチ理論」を住宅市場に持

ち込んだのは Wheaton(1990)9) であり，マルコフ的な状態

推移により住宅価格が買い手間のナッシュ交渉によって

決定づけられると仮定している．Wheaton (1990) 9)のモデ

ルをブラウンフィールドの売買のような具体的な都市計

画的イシューに適用した研究も存在し，ブラウンフィー

ルド発生機構についてそのメカニズムを数値実験により

提示している 10)． 
 
(2) 土地取引とマッチング問題 
土地取引サーチ理論の他に住宅市場におけるマッチン

グ問題は主に住居割り当ての問題で考慮されてきたと言

えよう 11)．住居割り当て問題はTTC（Top-Trading Cycle）
アルゴリズムを導入することで，耐戦略性を持つ配分と

なる割り当てとなることが証明されている．住宅の割当

問題については，公的所有と私的所有が混じった混合所

有の問題 12)や混合所有を前提としたアルゴリズムの提案
13)14)がなされている．しかしながらこれらの問題が想定

しているのは，選好を考慮する主体が片側のみという場

合であり，取引に見られるような 2者両方の選好につい
ては想定されていない．実際には売り手と買い手両方の

選好が存在するはずであることから，2主体による最適
な取引行動を考慮する． 

2主体の選好を用いたマッチング問題の代表的な解法
には Gale-Shapley(1962) 15)の DAアルゴリズムがある．DA
アルゴリズムは結婚問題に代表される一対一の問題に始

まり，学校選択問題に代表されるような一対多，多対 
一の問題にも拡張されていると同時に，実務における実

装例も多く理論的にも実証的にも頑健なアルゴリズムで

あると言える．実装の例として，日本の研修医マッチン

グ 16)や，待機児童問題における保育園割当マッチング 17)

などが挙げられる． 
このマッチング問題を土地取引に適用するのであれば，

各地主の土地の選好順序が各地主の好みに基づいており，

売り手と買い手全員を全順序で並べたリストであると仮

定した安定土地取引問題であると定義することができる．

自分自身とのマッチングであれば誰からも土地を買わず，

売らないままでいることを意味し「参加者全員が土地を

売ったり買ったりしないことよりも望ましい地主に土地

を売るか買う」マッチング，つまり個人合理性を満たす

と仮定する．安定土地取引問題の解は安定マッチングで

ある．互いに現在の取引相手より良いペアが存在せず，

全員が個人合理性を満たすマッチングを安定マッチング

という． 
 
(3) ゲーム理論における土地取引問題 

土地取引は，土地や不動産の開発プロセスにおいて必

ず生じる現象であり，個人間あるいはグループ間の相互

作用の一形態である 18) 19)．従って都市開発・都市再開発

の文脈において，ゲーム理論を用いた主体間の相互作用

と意思決定のモデリングが試みられてきた． 
例えば，最初期の研究である Eckart (1985) 20)は，地主と

開発者の間で三段階のプロセスからなる交渉を仮定して

いる．具体的には，まずはじめに開発者が地主に対して

オファー価格を提示する．次に，オファー価格を元に地

主が最適希望価格を決定する．開発者によるオファー価

格が最適希望価格を下回る場合，開発者のオファーは断

られる．最後にオファーが断られた場合，開発者は地主

から提示された希望価格を受け入れるかリジェクトする

かを決定する．以上の手番で定式化されたゲームにおけ

る均衡価格とそれぞれの主体における最適戦略について

証明している． 

また，Asami (1988) 21) は土地市場に数少ない参加者しか
いない場合の土地開発ゲームを定式化し，開発者と地主

の利益配分について分析した．利益配分についてはゲー

ム的枠組みの中で「協力関係からの離反のリスク」を考

慮していることから，協力的なゲーム理論に立脚してい

るといえよう． 

これら 2つのモデルに対してO’Flaherty (1994) 22)は，開発

者がすべての土地を買収せずにプロジェクトを進めると

条件を緩和し，ある地主が良い価格を求める場合は非効
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率になることを示している．また，Eckart (1985) 20)が構築

したゲームに対して，地主と開発者間の情報の非対称性

において，情報獲得がベイズ的に行われると仮定し，双

方の均衡価格や，開発者の戦略が明らかとなっている 23)．  
以上に述べたゲーム理論モデルは，売り手（地主）と

買い手（開発者）の非協力 20)あるいは協力 21)ゲームであ

り都市開発の文脈で各主体の最適戦略と均衡価格の性質

を明らかにしている．以降，都市開発における二者のゲ

ームの研究蓄積は土地の収容交渉と反抗に焦点を当てた

中国のケーススタディに多く見られ，開発者と地方政府
24)あるいは農民（地主）と地方政府 25)を経済主体とした

モデルが存在する． 
土地取引を伴う交渉ゲーム理論モデルは，各国の土地

取引やゲーム参加主体間の権力関係の特性を取り入れつ

つ三者以上の相互作用モデルに拡張されつつある．Mu 
& Ma(2007) 26) は中国を対象に政府・土地開発者・不動産

開発者・消費者の 4主体における非協力・協力ゲームの
両者を構築し，土地と不動産の開発者が独立して価格決

定を行う場合に，協力ゲームの場合より最適価格が高く

なることを示した．こうした協力もしくは非協力ゲーム

に対してXie et al, (2018) 27) は農民-政府，地方政府 - 中央政

府間の戦略を動的な進化ゲームによって定式化した． 

同じく 3者以上のモデルは地主の意思決定原則の異質

性によって交渉に費やす時間が異なることも明らかにし

ている 28)．Lin & Lin (2014) 28)は台北における都市再生事業

を想定し，地主と開発者という 2者に対して不確実性を
考慮した「Nature」を第 3の主体として位置付け逐次的

な交渉ゲームを提案した．Samusura et al. (2010) 29) はオラン
ダで新たに施行された土地開発法の文脈において，市町

村・土地を持っていない開発者・土地を持っている開発

者・土地所有者 4者のゲームを提案し，全ての利害関係

者が最良の利益を得る均衡状態に達することが可能であ

ることを示した．Jana et al, (2020) 30) は land assembly 問題に
おける土地所有者-開発者ゲームに対して，インドとい
うインフォーマルな都市開発が卓越している地域固有の

問題として，地主・政府・民間デベロッパー・フリーラ

イダーの 4者を主体に設定し，線形／非線形で表現した

彼らの効用を最適化することで生じる最適土地価格を見

つけるゲームを構築した． 

こうしたゲーム論的モデルフレームワークは均衡価格

への収束プロセスや，土地所有者と地価の依存関係，開

発者の最適戦略について解析的に明らかにしている．し

かしながら，地主の行動が価格にのみ依存し，行動の構

造パラメータについては不明である．また，地主間のゲ

ームは研究の対象外となっている． 
 

(4) 土地-交通モデルにおける土地市場問題 
一方，都市計画や土木計画の分野における土地取引問

題は，土地-交通の相互作用モデル 31) のサブコンポーネ

ントである土地市場における土地の需要と供給問題とし

て位置付けることができる．経済理論に基づく土地-交
通モデルにおける土地市場モデルの特徴は，土地取引に

対する交通需要の影響を考慮している点，需要モデルと

供給モデルをそれぞれ定義し両者による調整を行ってい

る点にある． 
経済理論に立脚した土地利用-交通モデルの一例とし
ては Anas (1982, 1984) の CATLAS が挙げられる 32) 33)．

CATLASは家計と企業の立地に加えて，開発者の開発と

開発場所選択を MNLモデルで定式化しており，多主体
の同時均衡を仮定している最もミクロ経済学的に厳密な

モデルフレームワークである．各主体の行動関数につい

て，まず需要側である企業は利益を最大化する建築タイ

プをゾーンから選択すると仮定する．家計は効用を最大

化するように住宅を選択すると仮定する．同時に供給側

として開発者と地主を仮定し，ゾーンで開発を行うかそ

のまま運用するかという運用選択行動を利益変数を用い

て表現している． 
同様に経済理論をもとにする土地-交通モデルの一つ
である MUSSA34)では，土地側の行動をランダム項と支

払い意思額の最大化を仮定したランダム入札モデルを

Multinominal Logit Model (MNL) モデルで定義している．こ
の付け値地代を元にした立地選択モデルは，Mcffaden, 
(1978) 35)によるランダム効用最大化理論に基づく居住地

選択モデルで提案されたMNLモデルと，Rosen(1974) 36)に

よる住宅の性質と価格へと反映したヘドニック理論の 2
つをもとにして，最大入札額による家計の居住地選択モ

デルとして定式化可能であることが示されている 37)．ま

た，効用最大化による立地選択と最大入札額による立地

選択は均衡状態において等価であることが示されている
38)．MUSSA34)では供給量が外生的に与えられており，需

要側すなわち買い手側の 行動のみを取り扱っていた． 
これに対し，Martinez and Henríquez (2007) 39)は，供給側

の行動にランダム性を仮定して，最大利益オプションが

確率的に決まるとした MNL 型モデルを提案すると同時

に，総需要と総供給が一致するという条件のもと両者の

取引をオークションとしてモデル化している．この研究

のもう一つの大きな特徴は，供給者の行動モデルを仮定

する，すなわち市場における経済主体が 2つであると仮
定したことで，両者の調整過程と均衡を考慮している点

にある．均衡価格はオークションと市場精算条件の結果

として与えられるとし，集約された経済主体と集約され

たゾーンを基本単位として不動点問題を解くことで均衡

解を得ているものの，非集計化されていない． 
同じく経済理論に立脚している土地-交通モデルの

CUEモデル 40) 41)も同様に，需要者の立地選択モデルと供

給者の行動モデルを仮定しており，各ゾーンにおける土
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地需要量と各ゾーンにおける土地供給量（面積ベース）

の一致を精算条件としている 42)．CATLASやMUSSAと
同様にゾーンごとの集計値を用いており，住環境や地形

要因といった地域固有の変数が考慮されているのが特徴

である． 
以上の既往研究より，土地側の 2主体の行動がもたら
す均衡状態の求解は，経済理論に基づく土地-交通モデ
ルにおける土地需給問題において重要な課題となってい

る．Hurtubia ら (2019) 43)はMartinez and Henríquez (2007) 39)に

おける需要と供給の完全な一致という条件が現実的でな

いとして， オークションプロセスをシミュレーション
することで最大入札額を推定し，外生的に与えられた供

給レベルに対して需要側が支払い意思額を調整する方法

を提案している．この方法は，従前の研究で集約せざる

を得なかった需要者と供給者の属性を単純化することな

く市場価格を計算することを可能にしている．しかしな

がら，価格均衡による市場精算を仮定しており，2経済
主体のマッチングによる市場精算については取り扱われ

ていない． 
 
(5) 本研究の目的及び特徴 

以上を考慮すると，土地取引問題は主に住宅市場にお

けるマッチング問題やサーチ理論問題として取り扱われ

ているものの，交通需要量が土地取引に与える影響につ

いては考慮されておらず，モデルには含まれていない．

また，ゲーム理論モデルによる土地取引の定式化は，ゲ

ームによる均衡価格の性質については明らかにしてはい

るものの，実証と実装の途上にあると言える．同時に，

交通の影響を考慮する多くの土地-交通モデルにおける
立地選択モデルでは，2主体のランダムな行動を仮定し

ているものの価格均衡のみを仮定し，主体の行動的均衡

については明らかにされていないと同時に，従前の均衡

概念とは異なる方法による 2経済主体の市場精算すなわ

ち需要と供給のマッチングについては手法論も含め考慮

されていない．また土地取引データの入手困難さを原因

に，実証的研究も限定的なものにとどまり，特に交通に

よる影響は実証的に明らかにされていない (図-1）． 
本研究の目的は，土地取引行動を DAアルゴリズムの
導入によるマッチング問題として定式化し，土地取引の

マッチング状態を交通行動モデルの推定結果から明らか

にする点にある．土地取引行動は売り地主（売主）と買

い地主（買主）という 2つの経済主体を仮定し，交通行
動の主体は来訪者であると仮定した行動モデルを構築す

る（図-2）．本研究は，(1)複数経済主体の非集計化と，
(2)価格均衡とは異なる市場均衡をマッチング問題とし

て定式化すること，(3)提案モデルに対して実データを
用いた実証に大きな特徴がある．土地取引データとして

図 -2 本研究で対象とする経済主体とモデル構造 

図 -1 既往研究と本研究の位置付け 
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不動産登記全部事項を活用すると同時に，交通行動につ

いては２時点の交通調査アンケートを用いて交通行動モ

デルの推定を行う． 2 章では土地売買モデル，3 章では

来訪者の逐次的回遊モデルを定式化し，4 章では本問題

におけるマッチングアルゴリズムの提案を行う．5 章で

はケーススタディとして使用データの概略を示し，モデ

ル推定と推定結果を用いたマッチングを行う．6 章で開

発を仮定した数値実験で，滞在場所の変化がもたらすマ

ッチングの変化を明らかにする．7 章で結論及び今後の

課題について議論する． 
 
2. 土地売買モデル 

 

本研究では土地の売買行動をそれぞれ，離散選択モデル

にて表現する． 
 
(1) 売却土地選択モデル  

土地所有者のうち，ある年に売主 s は売却する土地の集

合{ } と売却せずに所有を維持する土地の集合 の組

み合わせ を，選択肢集合 から選択する

と仮定する．選択の主体は全ての地主とすることで，潜

在的な売主の存在を仮定する．以上の通りに主体と行動

を定義することで，離散的な選択肢集合からの確率的な

選択を MNL モデルで表現すると，組み合わせ
の選択確率は以下の通りになる． 

 

𝑃!{#},{#}!&
' =

𝑒("{$},{$}!'

∑ 𝑒
(
"{$},{$}!'

(

!{#},{#}!&
(∈*)

(1)
 

 
式(1) のうち効用の確定項Vは以下の通り表される． 
 

𝑉!{{#},{#}!}& = 𝜽'+,,- 𝑿{#}! + 𝛼'+,,	 - 𝑄,
,,#*∈*)

 

+𝛾'+,, - 𝛿,
/01	2𝜽3	/014

,,#*∈*)
(2)

 

 
式(2) の第一項にある𝑿{#}!は所有を維持する土地の属性

などの説明変数を表す．第二項の𝑄,は外生的に与えら

れるリンク ごとの交通量，第三項は後述する購入土地

モデルの推定パラメータ𝜽3	/01を用いて計算されたリン

ク𝑙ごとの推定購入量𝛿,
/01
を説明変数としている．第三

項を導入することで購入行動との相互作用を表している．

モデル推定のパラメータは𝜽'+,, = (𝜽'+,,	- , 𝛼'+,,	, 𝛾'+,,)で
ある．この問題で推定すべきパラメータは以下の対数尤

度関数と条件式によって表される． 

𝐿𝐿(𝜽'+,,) =-log𝑃!{#},{#}!&
' (𝜽'+,,)

'

(3)
 

max
𝜽)+**

𝐿𝐿(𝜃'+,,) 	𝑠. 𝑡	 - 𝛿,
/01	2𝜽3	/014

,,#*∈*)
(4)

 

 
対数尤度最大化によってパラメータを推定する場合，推

定購入量（式 2の第三項）を制約条件とする最適化問題

を解くことでパラメータを得ることができる． 
 
(2) 購入土地選択モデル 

土地所有者のうち，ある年に買主 𝑏は購入する土地𝑗を
選択肢集合𝐽から選択すると仮定する．この時，2-(1) と
同様にMNLモデルで表現すると土地𝑗を選択する確率は

以下の通り表される． 
 

𝑃3/ =
𝑒(,

∑ 𝑒(,
(

3(∈4

(5) 

 
式(5) のうち効用の確定項𝑉は以下の通り表される． 
 

𝑉3 = 𝜽/01- 𝑿3 + 𝛼/01	 - 𝑄,
,,3*∈4

 

+𝛾/01 - 𝛿,'+,,	2𝜽3	'+,,4
,,#*∈*)

(6)
 

  
式(6) 第一項の𝑿3は購入する土地の属性などの説明変数

を表す．第三項は売却土地モデルの推定パラメータ

𝜽3	'+,,を用いて計算されたリンク𝑙ごとの推定売却量𝛿,'+,,

を説明変数としている．モデル推定のパラメータは

𝜽/01 = 2𝜽/01	- , 𝛼/01	, 𝛾/014である．本モデルで推定すべ
きパラメータは2-(1)同様に以下の対数尤度関数と条件式

によって表される． 
 

𝐿𝐿2𝜽/014 =-log𝑃3/2𝜽/014
/

(7)
 

max
𝜽-./

𝐿𝐿2𝜽/014 	𝑠. 𝑡	 - 𝛿,
/01	2𝜽3	/014

,,3*∈4

(8)
 

 
(3) 売却土地選択モデルと購入土地選択モデルの推定

アルゴリズム 

本モデルでは，売却土地モデルと購買土地モデルの同時

推定を行う（図-3）．実際の行動に即して，土地の売却

が購買に先立つことから，売却土地選択モデルをはじめ

に推定し，推定結果を用いて購入土地選択モデルの推定

を行うとする．対数尤度の差分が一定の値を下回った段

階で収束したとみなし，計算を打ち切ることとした． 
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3. 来訪者の逐次的回遊モデル 

 
行動主体である来訪者𝑛に対し，滞在場所を逐次的に

選択し最終目的地に達するマルコフ過程を仮定する．こ

の時，逐次的選択に基づく滞在場所ベクトルをツアーσ
と定義すると，ツアー選択確率𝑃5は式(9)で表される． 
 

𝑃5(σ6 = [s7, s8, … , s9]) =R𝑃:( 𝑠;<7 ∣∣ 𝑠=) 	
->7

;?7

(9) 

 

ここで𝑑は最終目的地，𝑃:( 𝑠;<7 ∣∣ 𝑠; )はτ番目の滞在場

所𝑠=を条件とした滞在場所𝑠;<7の選択確率である． 

有向グラフ𝒢 = (ℰ, 𝒮)を考える．ℰはエッジ，𝒮は滞在

場所の集合である．来訪者は滞在場所𝑠=にいる時，遷移

可能な滞在場所の集合 S(s;) ∈ 𝒮 から即時効用
u( s;<7 ∣∣ s;; θ )と，𝑠=<7を選択した時以降最終目的地𝑑
まで得られる時間割引率βによって割引された最大期待
効用βV@(s;<7)との和を最大化する選択肢𝑠=<7を選択す
る．期待効用V@は Bellman方程式における価値関数とし

て式(10)のように表すことができる． 

𝑉:(𝑠;) = 𝐸[	𝑚𝑎𝑥'012∈A('0){𝑣( 𝑠=<7 ∣∣ 𝑠= 	) + 𝛽𝑉
:(𝑠=<7) 

+µ'0(ε(𝑠;<7)] (10) 
v(⋅)は即時効用𝑢( 𝑠=<7 ∣∣ 𝑠=; 𝜃 )の確定項であり，未知パ

ラメータθによって特徴付けられる．効用の誤差項は

ε(s;<7), µD0は状態固有のスケールパラメータで常に正

である．𝛽は0	 ≤ β ≤ 1を満たす時間割引率である． 

ここで，誤差項𝜀(𝑠=<7)は i.i.d. な一般化極値分布であ

ることを仮定したロジット型とすると，選択肢𝑠=<7の選

択確率はロジット型で式(11)の通り与えられる． 

 

𝑃:( 𝑠=<7 ∣∣ 𝑠=) 	 =
𝑒
7
E!FG𝑠=<7∣∣𝑠= 	I<J(3('412)}

∑ 𝑒
7
K!FG𝑠=<7∣∣𝑠= 	I<J(3('412)}'L412∈A('4)

(11)
 

 

ロジット型であることから，ログサムを用いて式(10)を

式(12)のように変形することができる．さらに式(12)の

両辺に指数をとることで式(13)を得る． 

 

𝑉:(𝑠=) = p
𝜇 ln - 𝛿・𝑒

7
K!FG𝑠=<7∣∣𝑠= 	I<J(3('412)}

'(412∈A('4)

0
(12)

 

𝑒
7
E(

3('4) = p
- 𝛿・𝑒

7
K!FG𝑠=<7∣∣𝑠= 	I<J(3('412)}

'(412∈A('4)

1

(13)
 

 

ここで式(11)を計算するためには式(10)の Bellman44)方程

式を解く必要がある．RLモデル 45)に従って，式(14)(15)

をそれぞれを要素に持つ|S| × |S|行列 M@，|S| × 1ベク
トルz@を定義する（以降，スケールパラメータµは省略

する）． 

𝑧'0 = 𝑒(3('0) (14) 

𝑀'0,'012 = δ( 𝑠;<7 ∣∣ 𝑠; )𝑒FG𝑠;<7∣∣𝑠; I (15) 
 

式(14)(15)で表された価値関数は次の線形方程式の解と

して求められる． 

 

𝑧: = 𝑀⊙𝑋(𝑧) + 𝑏 (16) 

図 -3 売却土地選択モデルと購入土地選択モデルの同時推定 
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式(16)は大山・羽藤(2017)46)に従い，不動点に達するま

で繰り返し計算を行うことで求解する． 

 

 
4. マッチングアルゴリズム 
 
本研究では推定結果を用いて，土地売買のマッチング

問題を定式化する．マッチング問題においては，経済主

体からなる 2つの集合と両者の好みの順番（選好順）を
元に，DAアルゴリズム 15) を適用することで，2つの経
済主体の集団について不安定対が存在しない完全マッチ

ングである安定マッチングを目指す．ここでは売主，買

主という 2つの経済主体の集合を仮定し，両者の選好順
は 2章のパラメータ推定によって得られる選択確率の大

小によって定義づけられる．売主，買主ともにマッチン

グが成立していない状態（フリー）か，マッチングが仮

に成立している状態（仮マッチング）かのどちらかにあ

ると仮定する．  
マッチングアルゴリズムは DAアルゴリズムに従って
以下のとおりとなる（図-4）．まず，フリーの買主は自

身の選択の中で最も選択確率の高い土地に対してオファ

ーを出す．次に，その土地を所有する売主がフリーであ

ればそのオファーを受け入れ，仮マッチングが成立する．

その土地を所有する売主が既に仮マッチング状態であれ

ば，仮マッチング買主と新しくオファーしてきた買主の

選択確率を比較し，より高い選択確率の買主と仮マッチ

ングする．もし売主との仮マッチングが解消された場合，

買主は解消された売主の土地を選好リストから外し，フ

リーとなる．以上の手順を，仮マッチングしていない買

主がいなくなるまで繰り返す ．  
以上に示した DAアルゴリズムを適用することで，安
定マッチングが成立することが知られている． ただし
本研究では買主側提案 DAアルゴリズムとなっており，
買主側最適安定マッチングとなっていることに注意する

必要がある． 
 
 
5. マッチングモデルのケーススタディ 

 
(1) 使用データ 

a) 対象地域の概要 

本研究では，土地取引に関するデータと筆界を正確に

取得可能かつ交通行動調査が実施された地域として，愛

媛県道後温泉周辺を提案モデルのケーススタディの対象

とする． 
道後温泉周辺では近年多くの空間改変を伴う都市計画

事業が実施されている．まず 2004 年度から 2008 年度を

事業対象期間とする「都市再生整備計画事業」において，

松山市街と同様に道後でも，道後温泉本館前の歩行者優

先空間整備計画などが計画された．これらの計画は2006
年から2009年にかけて実施され，2007年の9月には道後

温泉本館前道路の付け替えと歩行者空間の拡張，2009年
3月には道後温泉駅周辺広場と道路の再編が竣工した． 
同時期に 2005 年頃から道後温泉本館の保存修復につ

いて論じられるようになり，保存修復期間中の入浴制限

に伴う観光客減が懸念されることとなり，2013年 1月に
「道後温泉活性化計画に関する第一次答申」が提出され，

新たな外湯施設建設が提案，公になった．答申に盛り込

まれた新たな外湯施設は，現存する外湯施設「椿湯」に

隣接する土地に建設されることとなり，2017 年 9 月に

「飛鳥乃湯泉」として開業した． 
以上の空間改変事業を考慮して，本研究では次の通り

に 4つの期を定義し以降の分析に用いる（図-5）． 
l 2004年 4月 1日〜2009年 3月 31日：第 1期改変

期（計画立案から事業の竣工まで） 
l 2009年 4月 1日〜2013年 1月 30日：第 1期改編

期後 
l 2013年 1月 31日〜2017年 9月 27日：第 2期改編

期（計画の公表から事業の竣工まで） 

図- 4  マッチングアルゴリズムのフロー 
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l  2017年 9月 28日〜2021年 1月 31日：第 2期改編

期後 
 
b) 回遊行動データ 

土地売買モデルの説明変数となる交通量は，来訪者の

回遊行動データを基にしており，2009年 12月と 2017年
11月〜2018年1月にかけて実施した道後来訪者を対象と

したアンケート調査から得ている．2009年実施調査は現

地で配布し，郵送にて回収した．2017年実施調査は2009
年同様の現地配布／郵送回収に加えて，道後温泉近辺の

ホテル宿泊者にアンケートを配布，回収した．調査参加

者に対して全旅程のうち道後温泉周辺に限らず来訪した

場所と来訪場所間の移動手段について回答するよう依頼

した．以上の手法と調査内容より2009年調査は734件，
2017年調査は 548件の回答を得た．なお，2009年調査で

は道後温泉周辺の滞在場所を回遊施設位置として調査者

が予め想定，ナンバリングし，その番号を参加者が回答

した． 
回遊行動の抽出を目的に，得た回答は以下の手順でス

クリーニングした．(1) 2009 年調査で予め想定した回遊

施設への滞在の直前・直後まで削除し（道後温泉周辺以

外の滞在を削除），(2) 3箇所以上の施設に滞在している

回答者を抽出（道後温泉周辺で複数箇所に滞在すなわち

回遊を行なっているサンプルの抽出）した．スクリーニ 
ングの結果，2009年調査は 684件，2017年調査は 421

件の行動を分析・集計対象とする．滞在場所の位置とリ

ンクの結合については 2009 年，2017 年の住宅地図を用

いて，施設名が一致する建物の前面リンクを，滞在リン

クと定義した． 

 

c) 土地取引関連データ  

本研究では，土地売買状況と土地の形状といった地理

的属性をモデルのインプットデータに用いる必要がある

ことから，不動産登記全部事項と筆界図（不動産登記法

第 14 条地図）を基にデータを作成した．また，正確に

測量された地図を用いる目的から，道後温泉周辺のうち

精度区分が甲 1の地図を備え付けている筆（土地）全て

を分析の対象とする． 
まず土地売買の状況について，対象範囲全ての筆につ

いて不動産登記全部事項を「不動産登記情報提供サービ

ス」を経由して取得し，表題部・権利部（甲区）に記載

されている情報について表計算ソフトを用いてデジタル

化した．デジタル化した情報は毎年 1月 1日時点の所有
者ごとの土地所有状況としてデータベース化すると同時

に，記載されている登記目的のうち「売買」「買収」と

書かれた筆については売り所有者と買い所有者から構成

されるネットワークデータを作成した． 
次に土地の形状に代表される地理的属性の付与を目的

に，登記所備付地図を用い，売買の対象となる土地の位

置と境界を特定する筆界図を作成した．測量地図に記さ

れた図郭座標値を基準としGISソフトを用いて位置を特

定した上で，筆界を表す地図の実線をトレースすること

で土地（筆）のポリゴンを生成した．生成した土地ポリ

ゴンは正確な測量図に基づくため土地の形状を精度高く

再現している． 
 
(2) 選択肢集合の生成方法 

それぞれのモデルにおける選択肢集合の生成方法につ

いて述べる． 
売却土地選択モデルは，年ごと地主ごとにサンプリング 

図- 5  道後温泉周辺における空間改変事業年表と時代区分 
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を行った．所有土地の集合に対して売却した筆とそうで

ない筆それぞれの組み合わせからなる集合を，実際の選

択を含めて 4つ生成した．所有筆が 3つ以上の地主の場
合はランダムサンプリングであり，3つ未満の地主の場

合はすべての選択肢集合を列挙している．重複する組み

合わせはサンプリング後に削除している． 
購入土地選択モデルは購入件数ごとに選択肢集合をサ

ンプリングした．サンプリングの対象となる筆は当該期

間に実際に売買として登記された筆であり，実際に購入

された土地を中心とする距離分布に基づく選択確率に基

づき MCMC法でサンプリングを行っている．選択肢集
合数は実際の選択を含めて 10である． 
回遊モデルは 3章 (3) で定義した有効グラフに基づく． 

2009年調査のエッジ数は618，滞在場所であるノード数

は74，2017年調査のエッジ数は310，ノード数は44であ 
る．実データから得られた各調査年ごとの滞在場所遷

移確率に基づいて 1000回サンプリングし，次時点の滞

在場所集合を生成した． 
 

(3) 来訪者逐次的回遊モデルの推定結果 

来訪者回遊行動選択モデルの効用関数式を表-1 の通

り定義した．時間割引率は 0.1と固定して推定し，結果

を表-2に示した．LL(0)は初期尤度，LLは最終尤度であ

る． 
2009年調査・2017調査ともに調査前の土地取引量パラ

メータが有意でないことから，滞在行動は都市改変中に

生じる土地売買の影響をすぐには受けないことが明らか

になった．2009年調査データセットを用いた推定結果に

おける事業に対する感度を把握することを目的に，本館

前事業パラメータおよび駅前事業パラメータの比をとる

と，駅前周辺が明確に滞在場所として選択される傾向に

ある．2017年調査データセットを用いた推定結果は，ア

ート事業パラメータが有意に正であることに特徴がある．

屋内外問わずアートが展示されている場所を選択する，

あるいはアートそのものを滞在目的としていることが推

察されると同時に，逐次的な観光回遊行動におけるソフ

ト事業の滞在効果があることが示唆された． 
 

(4) 土地売買モデルの推定結果 

a) 効用関数の定義 
売却土地選択モデルの効用関数式（2）と購入土地選
択モデルの効用関数式（6）を表-3 の通り定義した．ク

ラスターサイズは所有土地の集積傾向を表す変数であり，

小さいほど集積していることを示す．間口は 4 (1) c) でト
レースした地図を用いており値が高いほど接道部分の幅

が大きく，土地の有用性を表す変数である．滞在量は逐

次的回遊モデルの推定結果を用い，推定結果に従って滞

在量を配分し，滞在箇所が属するリンク毎の滞在数を表

している． 

変数名 変数の内容 
温泉ダミー 5 (1) b)で定義した外湯を1とするダミー変数 
ホテルダミー 5 (1) b)で定義したホテル を1とするダミー変数 
土産物ダミー 5 (1) b)で定義した土産物屋 を1とするダミー変数 住宅地図から判別 
史跡ダミー 5 (1) b)で定義した寺社仏閣・史跡・名所 を1とするダミー変数 
取引量(2004-2009) 滞在場所が属するリンク毎の土地売買量（2004年〜2009年） 
取引量(2013-2017) 滞在場所が属するリンク毎の土地売買量（2013年〜2017年） 

本館前事業 
2007年に竣工した本館前道路付け替え事業範囲の 50mバッファ内の滞在場所を 1とするダミー

変数 

駅前事業 
2009年に竣工した道後温泉駅周辺広場事業範囲の 50mバッファ内の滞在場所を 1とするダミー

変数 
距離 滞在場所間の距離 
アート事業 道後オンセナート2018で公式に作品が設置されている滞在場所を1とするダミー変数 
新外湯事業 2017年に竣工した「飛鳥乃温泉」50mバッファ内の滞在場所を1とするダミー変数 
  

 2009年調査 2017年調査 
 Est. t-value Est. t-value 
温泉ダミー 1.592** 4.376 1.913 1.236 
ホテルダミー -0.536 -1.364 2.801** 2.072 
土産物ダミー 1.388** 4.789 3.866** 2.801 
史跡ダミー 1.663** 5.718 3.054** 2.550 
取 引 量 (2004-

2009) 
0.040 0.896 0.067 0.595 

取 引 量 (2013-

2017) 
- - -0.246 -1.027 

本館前事業 0.851 2.893** 0.548 0.900 
駅前事業 1.258 5.728** -0.938 -0.838 
距離 0.000 -0.001 0.178* 1.821 
アート事業 - - 1.588** 2.159 
新外湯事業 - - 3.152 1.279 
     
β  0.1  0.1 
LL(0)  -398.739  -124.605 
LL  -315.357  -89.363 
ρ2  0.189  0.195 
サンプル数  88  118 

** : 5% 有意，*：10%有意 
 

表-1  逐次的回遊行動モデルの効用関数の定義 

表-2  逐次的回遊行動モデルのパラメータ推定結果 
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b) 推定結果 
表-4に推定結果を示す．LL(0)は初期尤度，LLは推定 
アルゴリズムの収束値である最終尤度を表す． 全て
の期間，モデルにおいて尤度比 ρ2が0.28から0.77の間に
あり一定の説明力がある．また，MCMCサンプリング
を行った購買土地選択モデルで高い尤度比を示しており，

サンプリングの有効性が示唆された．売却土地選択モデ

ルの推定結果を見ると，クラスターサイズパラメータが

2017-2021 年のデータセットを除いて有意に負になって

いることから，近い土地同士を維持する選好があると推

測される．また間口パラメータが全期間にわたって有意

に正であることから，間口の広い使い勝手の良い土地を

売却せず維持する傾向があると言える． 
逐次的回遊行動モデルの推定結果を用いた配分滞在量

パラメータについて，売却土地選択モデルでは 2004-
2013年で有意に正であることから，この期間においては
旅行者の多いリンクに面している土地を維持し，他を売

却していたと推測される．一方で購入土地選択モデルで

は全ての期間で有意とならなかったことから，直感に反

して購入に際して滞在量は考慮されない可能性があるこ

とが明らかになった． 
最後に，売却土地選択モデルにおける推定購入量パラ

メータと購入土地選択モデルにおける推定売却量パラメ

ータについて，推定購入量パラメータは全ての期間で負

に有意，推定売却量パラメータは 2004 年から 2013 年に

かけてのみ負に有意となった．このことは，購入量の少

ないリンクの土地の売却を示唆していることから，売り

手側提案によるマッチングが不成立となる可能性が高い

と予想される．従って，買主側提案型マッチングを行う

ことで，土地取引成立の挙動を検証することが望ましい

と考えられる．  
 

(3) マッチングアルゴリズムの結果 

各時期における DAアルゴリズムによるマッチングの

パラメータ 変数名 変数の内容 

𝜽!"##$ , 𝜽%&'$  

クラスターサイズ

（/10m） 
既に所有している筆をウォード法によるクラスタリングの結果得たクラスターの重心

から，維持・購入筆ポリゴンの重心までの平均距離 

間口 (/10m） 維持・購入筆ポリゴンの重心から道路リンクに対する垂線と交差する筆界の平均長

さ．垂線が他の筆ポリゴンと交差した場合は接道していないとして0m とする 
𝛼'+,,	, 𝛼/01	 配分滞在量 逐次的回遊行動の推定結果を用いて配分したリンクごとの来訪者数 
𝛾'+,, 推定売却量 売却土地選択モデルから計算されるリンクごとの推定売却量 
𝛾/01 推定購入量 購入土地選択モデルから計算されるリンクごとの推定購入量 

   

  2004-2009 2009-2013 2013-2017 2017-2021 
  売却 購入 売却 購入 売却 購入 売却 購入 

クラスター 

サイズ 

Est. -2.459** -1.219** -3.288** -2.973** -3.158** -1.658** -1.106 -30.646 
t-value -7.128 -6.104 -5.997 -3.218 -5.469 -4.355 -1.530 -0.212 

          
間口  Est. 0.859** 0.126 1.419** 0.362 1.515** -0.155 1.858** 0.097 
 t-value 10.001 0.535 8.991 0.685 9.786 -0.393 10.163 0.354 
          
配分滞在量  Est. 4.135** 0.042 2.409** 3.038 0.727* -24.752 0.900* -20.414 
 t-value 3.614 0.084 2.502  1.093 1.752 -0.785 1.849 -0.808 
          
推定購入量  Est. -0.144** - -0.838** - -0.470** - -0.344** - 

t-value -10.089 - -12.097 - -10.909 - -6.213 - 
          
推定売却量  Est. - -0.102** - -0.159* - -0.022 - -0.087 

t-value - -2.864 - -1.749 - -0.282 - -0.889 
          
LL(0)  -1692.091 -234.994 -1272.876 -136.680 -975.985 -122.293 -712.718 -100.712 
LL  -1205.429 -109.164 -563.474 -37.055 -496.894 -48.223 -407.977 -25.597 
ρ2  0.285 0.531 0.554 0.722 0.487 0.597 0.422 0.736 
サンプル数  2093 98 1607 57 1230 51 884 42 

** : 5% 有意，*：10%有意 
 

表-3  売却モデル・購入モデルの効用関数の定義 

表-4  売却モデル・購入モデルのパラメータ推定結果 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 10



 

 

結果を二分グラフを用いて図-6 (a)に示す． 
マッチング成立量は時代を経るごとに減少している．

特に2013-2017年から2017年-2021年にかけての減少幅が

大きい結果となった．また 2017-2021 年は特定の土地(8s)
に買い手が集中しており，全マッチングに占める割合が

他の時期に比べて大きい．これは区分所有の土地売買で

あることに起因しており，商業利用が中心の地域にも関

わらず住宅用途の建築物に付随する土地の売買が起きて

いるためである．現状，住宅用途の建築物が地域に占め

る割合は高くないが，効用に応じた選好に基づいてマッ

チングした場合に住宅用途の需要が高くなっていること

を示唆している．商店街に面する土地は全ての期間にお

いて断続的にマッチングが成立しているのに対し，低未

利用地の上人坂の土地マッチングは時期的な偏りがある

ことがわかる．また 2013 年に計画が発表され，2017 年

に竣工した外湯である飛鳥乃湯泉に面する土地は，開発

時期においては開発敷地を含めて多くマッチングしてい

るが，竣工後の 2017-2021 年ではほとんどマッチングし

ていない．これは開発完了後すぐには周辺の土地がマッ

チングしないことを表している． 

図-6      (a)  2004年から2021年までのマッチング結果と推移 
(b) 2004年から2021年までの実際の取引量とマッチング量 
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以上の結果より，DAアルゴリズムを用いて安定マッ
チングが達成される土地は存在し，不安定解の存在しな

い土地売買がなされることを明らかにしたと同時に，

徐々にマッチング件数が減少するという時間変化が存在

することを提示した． 
図-6 (b)に，リンクごとの実際の取引量(y 軸)とマッチ

ング量(x 軸)を示した．実際の取引量とマッチング量は

多少の誤差はあるものの概ね一致していることから，マ

ッチングアルゴリズムを使った予測に対する有効性が示

唆された．実際の取引量とマッチング量との乖離があっ

たリンクで特筆すべきものとしては，2013 年から 2021

年の間に空き地及び駐車場用地への転換が急速に進んで

いる「上人坂」と呼ばれる通り（リンク）である．上人

坂リンクはマッチング量よりも実際の取引量が多いこと

から，低い価格で取引されている状態に陥っている可能

性を示唆しており，土地が取引されたとしても有効な土

地利用がなされてない現状とも合致すると言える．  

 

 

6. 数値計算例 

 

新たな都市開発事業が回遊行動と土地取引行動に与え

る影響を明らかにすることを目的に，5 章で推定したパ

ラメータおよびマッチング結果を用いて数値実験を行う．

5 章で，駐車場という低未利用地の多い上人坂において

マッチングと実際の取引に乖離があることを明らかにし

た．これを踏まえ，上人坂エリアを含んだ駐車場のいく

つかが足湯や新たな外湯として開発され，公共的な滞在

が可能になったと仮定し計算を行う．具体的には上人坂

に位置する 6つの滞在場所および，高台にある大規模駐

車場に温泉ダミーを追加した． 

図-7 事業を行ったと仮定した場合のマッチング結果

及び，図-6 (a) に示したマッチング結果と比較して新た

な売り手とマッチングした買い手の関係，マッチングの

更新率を示した．全ての期間でマッチングの更新が発生

しており，3割から 5割程度の買い手が新たな売り手と

マッチングすることが明らかになった．このことは，滞

在場所の創出を目指した開発は，選好を満たす土地売買

マッチングに影響を与える可能性があり，公共事業が周

辺地域の土地マネジメントにおいて有効であるという，

新たな都市政策のあり方を提示したと言える． 

図-8 に，5章のマッチング結果と事業を行ったと仮定

図-7   2004年から2021年までの都市事業実施によって生成する新たな土地取引マッチング結果 
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した場合のマッチング結果のリンクごとの増減と総効用

の変化を，マッチング期間ごとに示した．計算の結果，

特に 2004-2009 年及び 2017-2021 年の結果に顕著に現れ

ているが，特定のリンクに集中していたマッチングが地

域全体に分散し，総効用が全ての期間で向上した．これ

は，新たな外湯が低未利用地に建設されることで，地域

全体で満足する取引が行われる可能性を表している．同

時に，総効用の絶対値は時間を経るごとに減少している

ものの，開発による効用の増分が徐々に増加することが

明らかになった． 

地域の核となる施設や交通関連施設の開発が途中の段

階で低未利用地の開発を試みても，マッチングの効用は

上昇せず，多くの開発が終わった後に次の開発の計画段

階になると，開発が盛んだった時期に比べて取引の満足

度は下がるが，新たな開発を行うことで効用を上昇させ

ることができることを意味する．特に 2017-2021 年のマ

ッチング量及び効用の増加は，上人坂リンクに顕著にみ

られる． 

以上より，縁辺部に位置する低未利用地の滞在を誘発

するような開発は，地域において分散的な土地取引とよ

り効用の高いマッチングを促すと言える．また，地域に

おけるその他の開発が一通り終了した時点で，低未利用

地のマッチングが最も増加したことから，開発のタイミ

ング次第では効果的な土地マッチングには至らないこと

が明らかになり，事業スキームの重要性が示唆されるこ

ととなった． 

 

7. 結論 

 

 本研究では，土地取引行動を DAアルゴリズムの導入

図-8   2004年から2021年までの推定によるマッチング結果と 
シミュレーションによるマッチング結果のリンクごとの増減量および総効用の変化 
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によるマッチング問題として定式化し，土地取引の均衡

状態を土地取引データと交通行動モデルの推定結果より

推定することを試みた．従前の研究では，土地の売主と

買主という 2つの経済主体については仮定されていたも
のの，交通行動が土地取引に与える影響については仮定

されておらず，一方で土地と交通の相互作用を考慮した

都市モデルのほとんどが集計的で価格均衡のみを考慮し

ており均衡状態の再現に課題を残していた．以上の背景

を踏まえ，本研究では売り手と買い手が平等な立場にあ

るという理想状態を仮定し，両者の行動規範を効用最大

化理論に基づく MNLモデルで定式化すると同時に，モ
デル推定パラメータを用いて 2主体の選好順を明らかに
し，選好順を用いて DAアルゴリズムを実行することで，
従前の研究では集計量として扱われてきた土地取引行動

に対して，非集計な土地の安定マッチング状態の推定が

可能であることを示した． 

 本研究ではまず，現状ではスパースにしか入手できな

い土地取引データについて，不動産登記全部事項を用い

ることで土地取引の有無に関するデータを悉皆的に取得

した．同時に，土地取引が行われている地域における交

通行動アンケートを用いて来訪者の逐次的な回遊モデル

を定式化・推定することで，1kmメッシュ以下の地区ス

ケールにおける土地の取引に対して交通行動が影響を明

らかにする微視的な相互作用モデルフレームワークを提

示した．加えてパラメータの推定結果から，通期的に利

活用が容易な土地やまとまった土地所有が行われている

ことと，土地の維持行動と購入行動に推定交通量が正に

影響していることを明らかにした．買主提案型のアルゴ

リズムによるマッチング結果から，時間が経つにつれて

マッチング件数が減少することを明らかにした．この結

果は，土地の買い手がつかないという昨今の日本の土地

市場の状況と整合すると同時に，土地取引データのみで

は明らかではなかった安定マッチングに現れる均衡と不

均衡の存在を示唆している．またマッチングが不均衡と

なっているリンクが低未利用地という土地利用と一致す

ることを明らかにした．低未利用地の公共的な滞在を見

込んだ開発を仮定したシミュレーションの結果より，マ

ッチング総効用の上昇，地域における事業スキームを計

画的に遂行することと土地利用の重要性が示唆された． 
 本研究で用いた DAアルゴリズムによるマッチング問
題の定式化は，研修医や研究室マッチングといった実務

でも活用されており操作性が高い．従って，提案したマ

ッチングアルゴリズムを導入した効率的かつ満足する土

地売買方法の提案という実社会の実装を見込むことが可

能である．しかしながら，今回，買主提案型マッチング

だったことに起因する売り手の余剰は解決されるべき課

題となった．また本モデルでは 4-5 年間をかけたマッチ

ングを暗に仮定したが，年単位でマッチングが成立する，

あるいは動学化するなど時間軸の取り方については考慮

されるべきであり，今後の課題である．さらに両面市場

のサーチ理論との整合性も問題であり，サーチ型モデル

との比較検討が求められる． 
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Theorizing the supply-demand equilibrium of urban landowners' buying and selling behavior is still in 

its infancy. This study aims to clarify the equilibrium state of land transactions from real data, including 
traffic data, by introducing a matching algorithm. The MNL model was developed for the problem of se-
lecting land for sale, and actual land transaction data were used to estimate the model. The model is nested, 
with the estimated volume of sales affecting the buying behavior and the estimated volume of purchases 
affecting the selling behavior, using the estimated volume of the travel behavior model as the explanatory 
variable. The estimated parameters of the transaction model were used to calculate the choice probability, 
and the preferences of each owner were defined and matched using the DA algorithm. The results revealed 
the balance between supply and demand for land, which is not revealed by actual land transaction data 
alone, and the change in the spatial distribution of matching due to development. 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 16


